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要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

１　県立大船渡病院附属住田地域診療センターの医療体制の充実
と連携強化及び支援について
 県立大船渡病院附属住田地域診療センターの休床化は、この地
域で安心して生活していくことに、大きな不安や懸念を抱かせ、
通院や入院及び家族の面会など公共交通機関を乗り継いでいかな
ければならない方もおり、経済的、精神的、身体的な負担となっ
ております。
　また、平成28年と平成29年に町内の診療所が相次いで閉院し、
町内に開業医が不在となり、今日まで、医療、福祉、行政関係者
が連携し、築き上げてきた保健・医療・介護・福祉体制を維持し
ていくことが困難になってきており、町民も安心して生活を送る
ことに不安を感じているところです。
　このことから、入院ベッドがなく、開業医不在の本町におい
て、町民にどう安心を与え、地域の医療をどう守っていくかとい
う課題に対して、新たな社会資源の創出や、町民を含んだ社会資
源とどう連携していくか模索し、住田地域診療センターと連携し
ながら、中山間地域のモデルとなるような体制を構築しようと考
えております。
　つきましては、県立大船渡病院附属住田地域診療センターの医
療体制の充実と連携強化及び支援について、次の事項が実現され
るよう提案いたします。
１  保健・医療・介護連携体制構築のための連携強化
２　新たな社会資源創出のための支援
３　初期救急医療体制の確保
４　外来診療の充実
５　訪問診療の充実
６　入院ベッドの確保

沿岸広域振
興局

経営企画部
保健福祉環
境部

Ａ：３
Ｂ：２
Ｃ：２

１　保健・医療・介護が連携する体制構築は、市町村が主体と
なって地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に応じて、地
域の関係者が連携して取り組むことが重要です。
　県では、保健・医療・介護に係る関係機関・団体と連携して、
地域づくりによる介護予防を支援する「地域づくりアドバイ
ザー」の養成・派遣、在宅医療人材育成の研修や先進事例などの
提供、地域医療情報ネットワークの整備などを通じて地域におけ
る連携体制構築のための取組を支援してきました。
　県立大船渡病院附属住田地域診療センターにおける連携強化に
ついても、引き続き上記の取組の推進や実情に応じた助言・支援
等を通じて、地域の関係機関・団体間の連携強化に資する取組を
支援していきます。（Ｂ）

２　県では、県単事業の「老人福祉施設等整備費補助」により、
介護保険法の指定を受けるもののうち病院及び診療所を除く訪問
看護ステーションを創設する場合の経費の一部を補助しているほ
か、地域医療介護総合確保基金を活用した「介護施設等整備事業
費補助」により、看護小規模多機能型居宅介護事業所の整備や訪
問看護ステーションの大規模化もしくはサテライト型事業所の設
置に取り組む場合の経費について、市町村を通じて補助を行って
います。（Ａ）
　また、岩手県看護協会や岩手県訪問看護ステーション協議会等
との協力のもと、在宅医療人材育成研修や訪問看護基礎研修等の
人材育成研修、ナースセンターによる就業支援等により、訪問看
護に従事する看護師の育成や確保に取り組んでいます。今年度
は、新たに新人看護職員研修事業費補助金の拡充や訪問看護ス
テーションの人材育成体制を整備するためのプログラム作成等に
取組むこととしており、引き続き、訪問看護ステーションの人材
育成や確保について支援していきます。（Ａ）
３　住田地域診療センターの初期救急医療体制については、正規
の常勤医師が３名のため、土日祝日や夜間の対応は困難でありま
すが、引き続き二次保健医療圏の基幹病院である大船渡病院を中
心に他の医療機関とも連携し、初期救急医療の受け入れ体制を確
保するよう努めていきます。（Ｃ）
４　外来診療については、常勤医師の配置に加え、非常勤医師の
応援や県立大船渡病院からの応援により、その診療体制の維持に
取り組んでいるところであり、引き続き、圏域内の他の医療機関
との役割分担と連携を進めることにより外来診療体制の充実に努
めます。（Ｂ）
５　訪問診療については、医師１名（正規職員２名で交替）及び
看護師１～２名で週２回実施しております。今後も引き続き実施
していきます。（Ａ）
６　入院ベッドの確保については、県立病院における危機的な医
師不足の中、限られた医療資源のもとで良質な医療を提供するた
めに、平成21年４月に病床を休止したところですが、こうした状
況については現在も変わらないものと認識しており、依然として
難しい状況です。（Ｃ）
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１　保健・医療・介護が連携する体制構築は、市町村が主体と
なって地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に応じて、地
域の関係者が連携して取り組むことが重要です。
　県では、保健・医療・介護に係る関係機関・団体と連携して、
地域づくりによる介護予防を支援する「地域づくりアドバイ
ザー」の養成・派遣、在宅医療人材育成の研修や先進事例などの
提供、地域医療情報ネットワークの整備などを通じて地域におけ
る連携体制構築のための取組を支援してきました。
　県立大船渡病院附属住田地域診療センターにおける連携強化に
ついても、引き続き上記の取組の推進や実情に応じた助言・支援
等を通じて、地域の関係機関・団体間の連携強化に資する取組を
支援していきます。（Ｂ）

２　県では、県単事業の「老人福祉施設等整備費補助」により、
介護保険法の指定を受けるもののうち病院及び診療所を除く訪問
看護ステーションを創設する場合の経費の一部を補助しているほ
か、地域医療介護総合確保基金を活用した「介護施設等整備事業
費補助」により、看護小規模多機能型居宅介護事業所の整備や訪
問看護ステーションの大規模化もしくはサテライト型事業所の設
置に取り組む場合の経費について、市町村を通じて補助を行って
います。（Ａ）
　また、岩手県看護協会や岩手県訪問看護ステーション協議会等
との協力のもと、在宅医療人材育成研修や訪問看護基礎研修等の
人材育成研修、ナースセンターによる就業支援等により、訪問看
護に従事する看護師の育成や確保に取り組んでいます。今年度
は、新たに新人看護職員研修事業費補助金の拡充や訪問看護ス
テーションの人材育成体制を整備するためのプログラム作成等に
取組むこととしており、引き続き、訪問看護ステーションの人材
育成や確保について支援していきます。（Ａ）
３　住田地域診療センターの初期救急医療体制については、正規
の常勤医師が３名のため、土日祝日や夜間の対応は困難でありま
すが、引き続き二次保健医療圏の基幹病院である大船渡病院を中
心に他の医療機関とも連携し、初期救急医療の受け入れ体制を確
保するよう努めていきます。（Ｃ）
４　外来診療については、常勤医師の配置に加え、非常勤医師の
応援や県立大船渡病院からの応援により、その診療体制の維持に
取り組んでいるところであり、引き続き、圏域内の他の医療機関
との役割分担と連携を進めることにより外来診療体制の充実に努
めます。（Ｂ）
５　訪問診療については、医師１名（正規職員２名で交替）及び
看護師１～２名で週２回実施しております。今後も引き続き実施
していきます。（Ａ）
６　入院ベッドの確保については、県立病院における危機的な医
師不足の中、限られた医療資源のもとで良質な医療を提供するた
めに、平成21年４月に病床を休止したところですが、こうした状
況については現在も変わらないものと認識しており、依然として
難しい状況です。（Ｃ）
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(1)一般県道釜石住田線の未改良区間の整備については、復興道
路等のネットワーク完成後における道路需要の変化も見極めなが
ら、どのような整備や改良が可能か検討していきますが、早期の
整備は難しい状況です。（Ｃ）

(2)一般県道上有住日頃市線の未改良区間の整備については、交
通量の推移や公共事業予算の動向等を見極めながら検討していき
ますが、早期の整備は難しい状況です。（Ｃ）

(3)一般県道遠野住田線の未改良区間の整備については、交通量
の推移や公共事業予算の動向等を見極めながら検討していきます
が、早期の整備は難しい状況です。（Ｃ）

(4)一般県道世田米矢作線の未改良区間の整備については、交通
量の推移や公共事業予算の動向等を見極めながら検討していきま
すが、早期の整備は難しい状況です。（Ｃ）

沿岸広域振
興局

土木部（大
船渡土木セ
ンター）

Ｃ：４２　主要幹線道路の整備促進について
  １　県道の整備促進について

 一般県道釜石住田線、同上有住日頃市線、同遠野住田線及び同
世田米矢作線は、復興支援道路である国道機能の補完・強化に寄
与するとともに、山間部の市町村を結ぶ重要路線でありますが、
狭あい・急カーブな箇所が多い状況となっています。
特に、県道釜石住田線においては、平成28年８月の台風10号によ
る豪雨時には、気仙川本流や支流の氾濫による道路冠水、沢々か
らの土砂流出による道路埋塞などにより、集落が孤立状態となる
など、大雨時には度々このような災害に見舞われています。
 国道397号は、東日本大震災により甚大な被害を受けた気仙地域
と県内陸部を結び、また、高速交通網に接続する幹線道路であり
ます。
 国道107号は、東日本大震災により甚大な被害を受けた沿岸南部
地域と県都盛岡市とを結ぶ最短路線であり、沿岸南部地域にとっ
ては最重要路線と位置付けられるものであります。
 国道340号は、北上山地を縦断する唯一の国道であり、東日本大
震災により甚大な被害を受けた気仙地域と遠野地域を結ぶ唯一の
幹線であります。
いずれの国道も震災発生時においては、内陸の後方支援拠点から
の救援救助隊の進入や緊急物資の輸送路として医療や防災面で重
要な役割を果たしたところであり、また、今後、沿岸南部地域の
早期復旧・復興と安全・安心な暮らしを確保するうえで、復興支
援道路として位置付けられているものであります。
 しかしながら、本町内にあっては、国道397号は、県当局のご配
慮により、整備の進捗が図られているところではありますが、ま
だまだ急勾配、急カーブ箇所が多くあり、国道340号は、セン
ターラインのない箇所や大型車のすれ違いが困難な箇所が多く、
国道107号は、災害発生時における長期の全面通行止めや、遠く
離れた別路線での迂回など、住田町民のみならず県民全般の生活
に多大な影響を及ぼした経緯もあります。
 つきましては、復興支援道路としての機能向上と命を守るため
の道路整備のためにも、次の事項が実現されるよう提案いたしま
す。

 １　県道の整備促進について
  (1) 一般県道釜石住田線の未改良地区の速やかな整備促進
    ①上有住字小松から中埣間の気仙川と一体となった抜本的な
改良整備促進
    ②上有住字土倉から大洞間の気仙川と一体となった改良整備
促進
  (2) 一般県道上有住日頃市線（通称：六郎峠）の改良整備促進
  (3) 一般県道遠野住田線（通称：蕨峠）の改良整備促進
  (4)一般県道世田米矢作線の改良整備促進
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反映
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２　主要幹線道路の整備促進について
  １　県道の整備促進について

 一般県道釜石住田線、同上有住日頃市線、同遠野住田線及び同
世田米矢作線は、復興支援道路である国道機能の補完・強化に寄
与するとともに、山間部の市町村を結ぶ重要路線でありますが、
狭あい・急カーブな箇所が多い状況となっています。
特に、県道釜石住田線においては、平成28年８月の台風10号によ
る豪雨時には、気仙川本流や支流の氾濫による道路冠水、沢々か
らの土砂流出による道路埋塞などにより、集落が孤立状態となる
など、大雨時には度々このような災害に見舞われています。
 国道397号は、東日本大震災により甚大な被害を受けた気仙地域
と県内陸部を結び、また、高速交通網に接続する幹線道路であり
ます。
 国道107号は、東日本大震災により甚大な被害を受けた沿岸南部
地域と県都盛岡市とを結ぶ最短路線であり、沿岸南部地域にとっ
ては最重要路線と位置付けられるものであります。
 国道340号は、北上山地を縦断する唯一の国道であり、東日本大
震災により甚大な被害を受けた気仙地域と遠野地域を結ぶ唯一の
幹線であります。
いずれの国道も震災発生時においては、内陸の後方支援拠点から
の救援救助隊の進入や緊急物資の輸送路として医療や防災面で重
要な役割を果たしたところであり、また、今後、沿岸南部地域の
早期復旧・復興と安全・安心な暮らしを確保するうえで、復興支
援道路として位置付けられているものであります。
 しかしながら、本町内にあっては、国道397号は、県当局のご配
慮により、整備の進捗が図られているところではありますが、ま
だまだ急勾配、急カーブ箇所が多くあり、国道340号は、セン
ターラインのない箇所や大型車のすれ違いが困難な箇所が多く、
国道107号は、災害発生時における長期の全面通行止めや、遠く
離れた別路線での迂回など、住田町民のみならず県民全般の生活
に多大な影響を及ぼした経緯もあります。
 つきましては、復興支援道路としての機能向上と命を守るため
の道路整備のためにも、次の事項が実現されるよう提案いたしま
す。

 １　県道の整備促進について
  (1) 一般県道釜石住田線の未改良地区の速やかな整備促進
    ①上有住字小松から中埣間の気仙川と一体となった抜本的な
改良整備促進
    ②上有住字土倉から大洞間の気仙川と一体となった改良整備
促進
  (2) 一般県道上有住日頃市線（通称：六郎峠）の改良整備促進
  (3) 一般県道遠野住田線（通称：蕨峠）の改良整備促進
  (4)一般県道世田米矢作線の改良整備促進
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　国道397号の世田米字津付から栗木トンネル間の改良整備につ
いては、地形条件が厳しいことから、子飼沢工区としてセミト
レーラの通行に対応したカーブの改善や、拡幅等の局部改良によ
る整備を進め、平成25年9月に供用開始しています。
　新たなルート設定による抜本的な改良整備については、交通量
の推移や公共事業予算の動向等を見極めながら検討していきます
が、早期の整備は難しい状況です。（Ｃ）

沿岸広域振
興局

土木部（大
船渡土木セ
ンター）

Ｃ：１２　主要幹線道路の整備促進について
  ２　(1) 国道397号の整備促進
 
 一般県道釜石住田線、同上有住日頃市線、同遠野住田線及び同
世田米矢作線は、復興支援道路である国道機能の補完・強化に寄
与するとともに、山間部の市町村を結ぶ重要路線でありますが、
狭あい・急カーブな箇所が多い状況となっています。
特に、県道釜石住田線においては、平成28年８月の台風10号によ
る豪雨時には、気仙川本流や支流の氾濫による道路冠水、沢々か
らの土砂流出による道路埋塞などにより、集落が孤立状態となる
など、大雨時には度々このような災害に見舞われています。
 国道397号は、東日本大震災により甚大な被害を受けた気仙地域
と県内陸部を結び、また、高速交通網に接続する幹線道路であり
ます。
 国道107号は、東日本大震災により甚大な被害を受けた沿岸南部
地域と県都盛岡市とを結ぶ最短路線であり、沿岸南部地域にとっ
ては最重要路線と位置付けられるものであります。
 国道340号は、北上山地を縦断する唯一の国道であり、東日本大
震災により甚大な被害を受けた気仙地域と遠野地域を結ぶ唯一の
幹線であります。
いずれの国道も震災発生時においては、内陸の後方支援拠点から
の救援救助隊の進入や緊急物資の輸送路として医療や防災面で重
要な役割を果たしたところであり、また、今後、沿岸南部地域の
早期復旧・復興と安全・安心な暮らしを確保するうえで、復興支
援道路として位置付けられているものであります。
 しかしながら、本町内にあっては、国道397号は、県当局のご配
慮により、整備の進捗が図られているところではありますが、ま
だまだ急勾配、急カーブ箇所が多くあり、国道340号は、セン
ターラインのない箇所や大型車のすれ違いが困難な箇所が多く、
国道107号は、災害発生時における長期の全面通行止めや、遠く
離れた別路線での迂回など、住田町民のみならず県民全般の生活
に多大な影響を及ぼした経緯もあります。
 つきましては、復興支援道路としての機能向上と命を守るため
の道路整備のためにも、次の事項が実現されるよう提案いたしま
す。
 
2 (1) 国道397号の整備促進
     ①子飼沢トンネルから栗木トンネル間の抜本的な改良
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住田町

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

①歩道整備については、各地域から多くの要望があることから、
必要性や緊急性の高い箇所から整備を進めています。
　御要望の箇所については、今後の交通量の推移、地域の沿道状
況や県全体の進捗等を踏まえ検討していきますが、早期の事業化
は難しい状況です。（Ｃ）
　
②新白石トンネルの建設については、交通量の推移や公共事業予
算の動向等を見極めながら検討していきますが、早期の事業化は
難しい状況です。（Ｃ）

沿岸広域振
興局

土木部（大
船渡土木セ
ンター）

Ｃ：２２　主要幹線道路の整備促進について
  ２　(2) 国道107号の整備促進
 一般県道釜石住田線、同上有住日頃市線、同遠野住田線及び同
世田米矢作線は、復興支援道路である国道機能の補完・強化に寄
与するとともに、山間部の市町村を結ぶ重要路線でありますが、
狭あい・急カーブな箇所が多い状況となっています。
特に、県道釜石住田線においては、平成28年８月の台風10号によ
る豪雨時には、気仙川本流や支流の氾濫による道路冠水、沢々か
らの土砂流出による道路埋塞などにより、集落が孤立状態となる
など、大雨時には度々このような災害に見舞われています。
 国道397号は、東日本大震災により甚大な被害を受けた気仙地域
と県内陸部を結び、また、高速交通網に接続する幹線道路であり
ます。
 国道107号は、東日本大震災により甚大な被害を受けた沿岸南部
地域と県都盛岡市とを結ぶ最短路線であり、沿岸南部地域にとっ
ては最重要路線と位置付けられるものであります。
 国道340号は、北上山地を縦断する唯一の国道であり、東日本大
震災により甚大な被害を受けた気仙地域と遠野地域を結ぶ唯一の
幹線であります。
いずれの国道も震災発生時においては、内陸の後方支援拠点から
の救援救助隊の進入や緊急物資の輸送路として医療や防災面で重
要な役割を果たしたところであり、また、今後、沿岸南部地域の
早期復旧・復興と安全・安心な暮らしを確保するうえで、復興支
援道路として位置付けられているものであります。
 しかしながら、本町内にあっては、国道397号は、県当局のご配
慮により、整備の進捗が図られているところではありますが、ま
だまだ急勾配、急カーブ箇所が多くあり、国道340号は、セン
ターラインのない箇所や大型車のすれ違いが困難な箇所が多く、
国道107号は、災害発生時における長期の全面通行止めや、遠く
離れた別路線での迂回など、住田町民のみならず県民全般の生活
に多大な影響を及ぼした経緯もあります。
 つきましては、復興支援道路としての機能向上と命を守るため
の道路整備のためにも、次の事項が実現されるよう提案いたしま
す。

2 (2) 国道107号の整備促進
    ①世田米字川口から小股間の歩道設置
    ②新白石トンネルの開設

6/24



住田町

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

①国道340号の住田町世田米字火石から田谷までの間の未改良区
間の改良整備については、山谷工区として平成24年度に事業着手
し、平成31年1月に供用開始したところです。（Ａ）

②住田町上有住（かみありす）字葉山（はやま）～恵蘇（えぞ）
間については、線形不良のうえ幅員が狭く、大型車のすれ違いが
困難なことから、葉山～恵蘇工区として平成27年度に事業着手し
たところであり、平成29年度は、用地取得を進め、平成30年度は
引き続き用地取得、道路改良工事等を進めています。（Ａ）

③歩道設置については、各地域から多くの要望があることから、
必要性や緊急性の高い箇所から整備を進めています。
　御要望の箇所については、今後の交通量の推移、地域の沿道状
況や県全体の進捗等を踏まえ検討していきますが、早期の事業化
は難しい状況です。（Ｃ）

沿岸広域振
興局

土木部（大
船渡土木セ
ンター）

Ａ：２
Ｃ：１

２　主要幹線道路の整備促進について
  ２　(3)　国道340号の整備促進
 一般県道釜石住田線、同上有住日頃市線、同遠野住田線及び同
世田米矢作線は、復興支援道路である国道機能の補完・強化に寄
与するとともに、山間部の市町村を結ぶ重要路線でありますが、
狭あい・急カーブな箇所が多い状況となっています。
特に、県道釜石住田線においては、平成28年８月の台風10号によ
る豪雨時には、気仙川本流や支流の氾濫による道路冠水、沢々か
らの土砂流出による道路埋塞などにより、集落が孤立状態となる
など、大雨時には度々このような災害に見舞われています。
 国道397号は、東日本大震災により甚大な被害を受けた気仙地域
と県内陸部を結び、また、高速交通網に接続する幹線道路であり
ます。
 国道107号は、東日本大震災により甚大な被害を受けた沿岸南部
地域と県都盛岡市とを結ぶ最短路線であり、沿岸南部地域にとっ
ては最重要路線と位置付けられるものであります。
 国道340号は、北上山地を縦断する唯一の国道であり、東日本大
震災により甚大な被害を受けた気仙地域と遠野地域を結ぶ唯一の
幹線であります。
いずれの国道も震災発生時においては、内陸の後方支援拠点から
の救援救助隊の進入や緊急物資の輸送路として医療や防災面で重
要な役割を果たしたところであり、また、今後、沿岸南部地域の
早期復旧・復興と安全・安心な暮らしを確保するうえで、復興支
援道路として位置付けられているものであります。
 しかしながら、本町内にあっては、国道397号は、県当局のご配
慮により、整備の進捗が図られているところではありますが、ま
だまだ急勾配、急カーブ箇所が多くあり、国道340号は、セン
ターラインのない箇所や大型車のすれ違いが困難な箇所が多く、
国道107号は、災害発生時における長期の全面通行止めや、遠く
離れた別路線での迂回など、住田町民のみならず県民全般の生活
に多大な影響を及ぼした経緯もあります。
 つきましては、復興支援道路としての機能向上と命を守るため
の道路整備のためにも、次の事項が実現されるよう提案いたしま
す。

2 (3) 国道340号の整備促進
    ①世田米字火石から田谷間の未改良区間の早期の改良
    ②上有住字葉山から恵蘇間の改良
    ③世田米字天風から下有住字高瀬間の歩道設置
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住田町

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

３　 環境に配慮した持続可能な林業振興対策の推進について
　(1)　高齢化が進む林業の担い手の安定化・継続的な確保及び
育成　対策の推進
　森林は、木材生産のみならず、水源涵養や環境保全、災害防
止、動植物の生息の場等としてかけがえのない重要な役割を果た
しています。
　しかしながら、経営基盤の脆弱な林業・木材産業を取り巻く環
境は年々厳しさを増しており、森林所有者の森林経営に対する意
欲の低下や放棄による山林荒廃へと繋がり、ひいては、森林の持
つ多面的な機能の発揮に支障を及ぼすことも懸念されるところで
あります。
　つきましては、荒廃が進んでいる森林を再生するため、木材の
積極的な活用と健全な森林管理の推進、担い手対策等を進めてま
いりますので、次の事項が実現されるよう提案いたします。
(1)　高齢化が進む林業の担い手の安定化・継続的な確保及び育
成　対策の推進

　県では、公益財団法人岩手県林業労働対策基金と連携して、就
業希望者を対象とした現場見学会や林業に関する基礎的な知識や
技術習得を行う「林業就業支援講習」を開催しています。また、
認定事業主等に対しては、同基金が実施する、「緑の雇用」現場
技能者育成対策事業による養成研修などを通じて支援していま
す。
　更に、林業の知識や技術を体系的に習得できる養成機関とし
て、平成29年4月に「いわて林業アカデミー」を開講し、第1期生
15名を県内の林業事業体に就職させるとともに、平成30年度は18
名の研修生を受け入れ、研修を行っています。
　このような施策を講じ、林業の担い手の確保・育成に努めてい
きます。（Ｂ）

沿岸広域振
興局

農林部 Ｂ：１

３　環境に配慮した持続可能な林業振興対策の推進について
　(2)　木質バイオマスエネルギーの導入推進
　森林は、木材生産のみならず、水源涵養や環境保全、災害防
止、動植物の生息の場等としてかけがえのない重要な役割を果た
しています。
　しかしながら、経営基盤の脆弱な林業・木材産業を取り巻く環
境は年々厳しさを増しており、森林所有者の森林経営に対する意
欲の低下や放棄による山林荒廃へと繋がり、ひいては、森林の持
つ多面的な機能の発揮に支障を及ぼすことも懸念されるところで
あります。
　つきましては、荒廃が進んでいる森林を再生するため、木材の
積極的な活用と健全な森林管理の推進、担い手対策等を進めてま
いりますので、次の事項が実現されるよう提案いたします。
  (2)　木質バイオマスエネルギーの導入推進

　大船渡農林振興センター管内では、住田町の保育園や大船渡消
防署住田分署など、12施設にチップボイラー及びペレットボイ
ラーが導入されています。
　大船渡農林振興センターでは、平成27年度に設置した「気仙地
域木質バイオマスエネルギー利用促進会議」において、利用促進
に向けた情報共有を図るとともに、今後とも公共施設のみならず
産業分野への木質バイオマス利用機器の導入支援を行うなど、木
質バイオマスエネルギー利用を促進していきます。（Ｂ）

沿岸広域振
興局

農林部 Ｂ：１
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住田町

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

３　環境に配慮した持続可能な林業振興対策の推進について
　(3)　国産材需要拡大施策の一層の強化・充実

 森林は、木材生産のみならず、水源涵養や環境保全、災害防
止、動植物の生息の場等としてかけがえのない重要な役割を果た
しています。
　しかしながら、経営基盤の脆弱な林業・木材産業を取り巻く環
境は年々厳しさを増しており、森林所有者の森林経営に対する意
欲の低下や放棄による山林荒廃へと繋がり、ひいては、森林の持
つ多面的な機能の発揮に支障を及ぼすことも懸念されるところで
あります。
　つきましては、荒廃が進んでいる森林を再生するため、木材の
積極的な活用と健全な森林管理の推進、担い手対策等を進めてま
いりますので、次の事項が実現されるよう提案いたします。
(3)　国産材需要拡大施策の一層の強化・充実
　　「森林・林業基本計画」に掲げる目標（2025年度までに国産
材自給率50％ 以上とする）達成に向けた施策の強化と公共施設
又は公共事業への木材の積極的な利用

　国産材の需要を拡大するためには、川上から川下が連携して低
コストで安定的な木材供給を行うとともに、需要者が求める品質
の確かな木材製品を安定的に供給していく体制を整備していくこ
とが重要です。
　このため県では、これまで、林内路網の整備や木材加工流通施
設整備への支援等に取り組んできたところあり、引き続き、地域
の要望を把握しながら国庫補助事業等の活用により支援していき
ます。
　また、公共施設や公共事業への木材利用については、県では
「岩手県公共施設・公共工事木材利用推進行動計画」に基づき、
率先して木材利用に取り組んでおり、市町等に対しても、各種会
議等において地域材利用の優良事例の紹介等を行っています。
　今後も、公共施設や公共事業への地域材利用の拡大に向けて関
係者との連携を強化し、取組を進めていきます。（Ｂ）

沿岸広域振
興局

農林部 Ｂ：１

３　環境に配慮した持続可能な林業振興対策の推進について
　(4)　森林の有する多面的な機能、林業の健全な発展を図るた
めの施策の強化充実
　森林は、木材生産のみならず、水源涵養や環境保全、災害防
止、動植物の生息の場等としてかけがえのない重要な役割を果た
しています。
　しかしながら、経営基盤の脆弱な林業・木材産業を取り巻く環
境は年々厳しさを増しており、森林所有者の森林経営に対する意
欲の低下や放棄による山林荒廃へと繋がり、ひいては、森林の持
つ多面的な機能の発揮に支障を及ぼすことも懸念されるところで
あります。
　つきましては、荒廃が進んでいる森林を再生するため、木材の
積極的な活用と健全な森林管理の推進、担い手対策等を進めてま
いりますので、次の事項が実現されるよう提案いたします。

(4)　森林の有する多面的な機能、林業の健全な発展を図るため
の施策の強化充実

　平成18年度に創設された「いわての森林づくり県民税」によ
り、引き続き、針葉樹人工林と広葉樹の混交林化を図るための間
伐等を通じて、森林の有する公益的機能を維持増進させる多様な
森林整備に努めていきます。
　また、県では、森林所有者に代わって地域単位に生産性の高い
森林経営を行う「地域けん引型林業経営体」や施業の中核を担う
「森林施業プランナー」を育成するほか、再造林を促進するため
の伐採と造林の一貫作業や間伐の促進、更に林内路網の整備や高
性能林業機械導入支援による低コスト化の促進、森林の有する多
面的な機能、林業の健全な発展を進めていきます。（Ｂ）

沿岸広域振
興局

農林部 Ｂ：１
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要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
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４　県立併設型中高一貫教育校の設置について
　岩手県や本町の地域振興にとって、人材の育成は重要課題であ
り、選択肢のある教育機会が、県内各地域に確保されるべきもの
と考えております。
　本町では、平成29年度から「文部科学省研究開発学校」の指定
を受け、小学校2校と中学校2校に県立住田高等学校を加えた5校
が連携を図り、「地域創造学」による人材育成の在り方の研究に
取り組み今年度で2年目を迎えております。
　地域を担う人材の育成には、小学校から中学校、高校までが一
貫した方針に基づき学校だけではなく地域社会と一体となった取
り組みが大切であると考えており、町はそのリーダーとして研究
を推し進め、中学生については本町だけではなく、県下の中学生
を対象とし、将来は、この研究の成果と培ってきたフィールドを
提供する方針です。
　また、人口減少社会にあって、中学と高校が連携して計画的に
一貫した教育を進めることで岩手県土に根ざす人材の育成、ある
いは個々が持つ長所を最大限に伸ばせる教育が期待されていると
ころです。
　つきましては、研究開発学校指定による「地域創造学」実践の
場として、県立併設型中高一貫教育校の設置は、生徒一人ひとり
の個性を活かし、中等教育の多様化を図るうえで、有効な手段と
捉えられることから、是非中山間地域におけるモデル校として、
本町に県立併設型中高一貫教育校を設置されるよう提案を申し上
げます。

　平成28年３月に策定した「新たな県立高等学校再編計画」にお
いては、望ましい学校規模の確保による教育の質の保証と、本県
の地理的条件等を踏まえた教育の機会の保障を大きな柱としてお
り、生徒にとってより良い教育環境を確保していくため、地域や
学校関係者等との意見交換を行いながら計画を推進しています。
　県立の併設型中高一貫教育校を住田町に設置することについて
は、これまで様々な機会に要望をいただいていますが、町内中学
校卒業予定者数が少なく、今後も減少傾向が見込まれる中で、入
学志願者確保など課題が多いと考えます。また、学校規模が極端
に小さい状況となった場合に行われる中高一貫教育については、
社会に羽ばたこうとする段階の生徒が集団生活を通じて社会性を
育むという観点等からも課題が多く、これらを考慮すると、県立
の併設型中高一貫教育校を中山間地域のモデル校として設立する
という要望の趣旨に沿った対応は困難であると考えます。（Ｄ）

沿岸広域振
興局

経営企画部 Ｄ：１
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要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

５　畜産振興の促進について
 （1） 畜産経営に必要な施設、設備更新に対する支援制度の充
実
　本町では、昭和40年代から施設型畜産と高収益作物を組合わせ
た住田型農業を奨励し、基幹産業である農業を振興してきまし
た。しかし、他産業との所得格差や就労条件などによる農業離れ
が進む中、後継者不足、農業従事者の高齢化が顕著になる一方、
目まぐるしく変わる国の農業施策や貿易の自由化、米価の下落な
ど社会的な要因が加わり、農業生産の減少は抜本的な対策が功を
奏せず、減退の一途を辿っております。
　このような情勢の中において、本町の農業産出額の90％以上を
占める畜産経営は、養豚、養鶏の企業型経営を中心に産業、雇用
の場の面でも重要な役割を果たしています。そのため、畜産業の
拡大は単に農業の振興にとどまらず、後継者問題の解決、雇用の
場の創出、６次化産業への進展の期待が持たれています。
　しかし、畜産経営を維持・拡大していくためには雇用の確保の
他、施設、設備の更新や新設、家畜糞尿処理施設による適正な排
泄物の処理、家畜糞尿の堆肥化等への有効活用など多種の課題を
有しており、それらの課題解決のためには、大きな経済的負担が
伴うものとなっています。
　つきましては、畜産経営の経済的負担を軽減し、本町の産業、
雇用の場の確保による人口減少対策、地域経済の活性化が図られ
るため次の事項が実現されるよう提案いたします。

（１）畜産経営に必要な施設、設備更新に対する支援制度の充実

　競争力及び収益性の向上を図るためには、畜産の生産基盤の確
保とともに、地域ぐるみで行う生産コストの削減、規模拡大、外
部支援組織の活用などの取組が重要と考えています。
　県では、補助事業の活用に向けて、地域一体となって取り組む
ための協議会の設立や計画策定の助言などを行い、地域で必要な
施設等の整備支援を行っています。
　また、国に対し施設整備等に必要な予算の確保を継続的に要望
しており、今後の助成制度の充実・強化に努めていきます。
（Ｂ）

沿岸広域振
興局

農林部 Ｂ：１
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５　畜産振興の促進について
  (2)  事業導入に係る補助率の増高
　本町では、昭和40年代から施設型畜産と高収益作物を組合わせ
た住田型農業を奨励し、基幹産業である農業を振興してきまし
た。しかし、他産業との所得格差や就労条件などによる農業離れ
が進む中、後継者不足、農業従事者の高齢化が顕著になる一方、
目まぐるしく変わる国の農業施策や貿易の自由化、米価の下落な
ど社会的な要因が加わり、農業生産の減少は抜本的な対策が功を
奏せず、減退の一途を辿っております。
　このような情勢の中において、本町の農業産出額の90％以上を
占める畜産経営は、養豚、養鶏の企業型経営を中心に産業、雇用
の場の面でも重要な役割を果たしています。そのため、畜産業の
拡大は単に農業の振興にとどまらず、後継者問題の解決、雇用の
場の創出、６次化産業への進展の期待が持たれています。
　しかし、畜産経営を維持・拡大していくためには雇用の確保の
他、施設、設備の更新や新設、家畜糞尿処理施設による適正な排
泄物の処理、家畜糞尿の堆肥化等への有効活用など多種の課題を
有しており、それらの課題解決のためには、大きな経済的負担が
伴うものとなっています。
　つきましては、畜産経営の経済的負担を軽減し、本町の産業、
雇用の場の確保による人口減少対策、地域経済の活性化が図られ
るため次の事項が実現されるよう提案いたします。

（２）事業導入に係る補助率の増高

　地域の畜産関係団体等が一体となって畜産の競争力強化や収益
性向上のために取り組む協議会が施設等を整備する場合の基準事
業費について、地域の実情等やむを得ない事由を包含する際は、
国との協議を経て補助の対象を基準事業費から特認事業費に拡大
することにより、補助の増高を行うなどの支援を行っているとこ
ろです。
　また、国に対し施設整備等に必要な予算の確保を継続的に要望
しており、今後の助成制度の充実・強化に努めていきます。
（Ｂ）

沿岸広域振
興局

農林部 Ｂ：１
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５　畜産振興の促進について
  (3)  堆肥活用等耕種、畜種の連携に係る支援の充実
　本町では、昭和40年代から施設型畜産と高収益作物を組合わせ
た住田型農業を奨励し、基幹産業である農業を振興してきまし
た。しかし、他産業との所得格差や就労条件などによる農業離れ
が進む中、後継者不足、農業従事者の高齢化が顕著になる一方、
目まぐるしく変わる国の農業施策や貿易の自由化、米価の下落な
ど社会的な要因が加わり、農業生産の減少は抜本的な対策が功を
奏せず、減退の一途を辿っております。
　このような情勢の中において、本町の農業産出額の90％以上を
占める畜産経営は、養豚、養鶏の企業型経営を中心に産業、雇用
の場の面でも重要な役割を果たしています。そのため、畜産業の
拡大は単に農業の振興にとどまらず、後継者問題の解決、雇用の
場の創出、６次化産業への進展の期待が持たれています。
　しかし、畜産経営を維持・拡大していくためには雇用の確保の
他、施設、設備の更新や新設、家畜糞尿処理施設による適正な排
泄物の処理、家畜糞尿の堆肥化等への有効活用など多種の課題を
有しており、それらの課題解決のためには、大きな経済的負担が
伴うものとなっています。
　つきましては、畜産経営の経済的負担を軽減し、本町の産業、
雇用の場の確保による人口減少対策、地域経済の活性化が図られ
るため次の事項が実現されるよう提案いたします。

（３）堆肥活用等耕種、畜種の連携に係る支援の充実

　地域の資源を有効に活用するため、農作物の栽培に堆肥の活用
を希望する農家に対し、作物の選定や栽培指導等について支援し
ていきます。
　また、耕畜連携の取組は、地域の裁量で活用が可能な産地交付
金により支援できることから、地域農業再生協議会において、検
討をお願いします。
　なお、水田活用の直接支払交付金について、国に対し必要な予
算を十分に措置するよう要望しているところです。（Ｂ）

沿岸広域振
興局

農林部 Ｂ：１
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反映
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６　放射能汚染対策の強化について
  (1)  放射能汚染された農業系廃棄物の国・県主導の処分及び
処分施設への受入れの指導並びに施設の確保
東日本大震災に起因した福島原子力発電所事故による放射性物質
の影響で、本町における畜産農家が所有する家畜用粗飼料につい
て、使用自粛が要請されたため、町有地にて集中保管しておりま
すが、保管も長期化してきたため、経年による腐敗等が進行し、
県農林水産部の方針に沿うべく、焼却処分を目指していますが、
自前の焼却施設を保有していない本町では、その最終処分に目処
が立たず、大変苦慮している状況にあります。
　また、本町では、町有林の広葉樹林の中でナラの木が多い林地
の育成天然林改良事業を実施し、しいたけ原木林として整備を
行ってきた経緯がございますが、原子力発電所事故以降は、放射
性物質の影響により、ほとんどの施業地の立木がしいたけ原木と
して利活用できない状況になっております。
　原子力発電所事故による放射能汚染は、発生から７年が経過し
たものの、コシアブラやゼンマイ、キノコ類の出荷制限が解除さ
れていない状況となっており、依然として予断を許さない状況が
続いています。
　つきましては、放射能汚染された農業系廃棄物処分などは、１
自治体の能力では対応できる範囲を超えており、全県的にも同様
の課題を抱えている市町村があることから、次の事項が実現され
るよう提案いたします。
１　放射能汚染された農業系廃棄物の国・県主導の処分及び処分
施設への受入れの指導並びに施設の確保
２　放射能汚染により利活用できない施業地立木の一括賠償請求
及び処分
３　農林水産物の安全性のPR強化
４　経年減少が期待できないことから抜本的な除染対策の強化

　農林業系汚染廃棄物のうち8,000Bq/㎏以下のものについては、
国のガイドラインにおいて明確化されていない事項について、県
独自にガイドライン（第2版）を策定し、焼却処理する場合は、
既存の焼却施設において一般廃棄物と混焼し、市町村等の最終処
分場を活用して埋め立てる処理方針を示したところです。また、
その処理費用については、処理終了時まで「農林業系廃棄物の処
理加速化事業」を継続するよう国に要望しています。
　県としては、引き続き既存焼却施設を活用した処理を基本とし
つつ、各自治体における個別の事情等も勘案しながら、早期処理
に向けて鋭意調整を行います。（Ｂ）

沿岸広域振
興局

保健福祉環
境部

Ｂ：１
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６　放射能汚染対策の強化について
  (2)　放射能汚染により利活用できない施業地立木の一括賠償
請求及び処分
　東日本大震災に起因した福島原子力発電所事故による放射性物
質の影響で、本町における畜産農家が所有する家畜用粗飼料につ
いて、使用自粛が要請されたため、町有地にて集中保管しており
ますが、保管も長期化してきたため、経年による腐敗等が進行
し、県農林水産部の方針に沿うべく、焼却処分を目指しています
が、自前の焼却施設を保有していない本町では、その最終処分に
目処が立たず、大変苦慮している状況にあります。
　また、本町では、町有林の広葉樹林の中でナラの木が多い林地
の育成天然林改良事業を実施し、しいたけ原木林として整備を
行ってきた経緯がございますが、原子力発電所事故以降は、放射
性物質の影響により、ほとんどの施業地の立木がしいたけ原木と
して利活用できない状況になっております。
　原子力発電所事故による放射能汚染は、発生から７年が経過し
たものの、コシアブラやゼンマイ、キノコ類の出荷制限が解除さ
れていない状況となっており、依然として予断を許さない状況が
続いています。
　つきましては、放射能汚染された農業系廃棄物処分などは、１
自治体の能力では対応できる範囲を超えており、全県的にも同様
の課題を抱えている市町村があることから、次の事項が実現され
るよう提案いたします。

 (２)　放射能汚染により利活用できない施業地立木の一括賠償
請求及び処分

　しいたけ原木として利用できない立木について、東京電力は、
「福島県以外では、しいたけ原木用の立木をパルプ材等として販
売した場合、その価格差を営業損害として賠償する」としていま
すが、県としては、東京電力に対し、被害の実態に即した十分な
賠償の実現に向けて、引き続き誠実な対応を求めるとともに、国
に対しても、引き続き、東京電力に対する指導を行うよう要望し
ていきます。（Ｂ）

沿岸広域振
興局

農林部 Ｂ：１
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６　放射能汚染対策の強化について
  (3)　農林水産物の安全性のPR強化

　東日本大震災に起因した福島原子力発電所事故による放射性物
質の影響で、本町における畜産農家が所有する家畜用粗飼料につ
いて、使用自粛が要請されたため、町有地にて集中保管しており
ますが、保管も長期化してきたため、経年による腐敗等が進行
し、県農林水産部の方針に沿うべく、焼却処分を目指しています
が、自前の焼却施設を保有していない本町では、その最終処分に
目処が立たず、大変苦慮している状況にあります。
　また、本町では、町有林の広葉樹林の中でナラの木が多い林地
の育成天然林改良事業を実施し、しいたけ原木林として整備を
行ってきた経緯がございますが、原子力発電所事故以降は、放射
性物質の影響により、ほとんどの施業地の立木がしいたけ原木と
して利活用できない状況になっております。
　原子力発電所事故による放射能汚染は、発生から７年が経過し
たものの、コシアブラやゼンマイ、キノコ類の出荷制限が解除さ
れていない状況となっており、依然として予断を許さない状況が
続いています。
　つきましては、放射能汚染された農業系廃棄物処分などは、１
自治体の能力では対応できる範囲を超えており、全県的にも同様
の課題を抱えている市町村があることから、次の事項が実現され
るよう提案いたします。

 (３)　農林水産物の安全性のPR強化

　県では、国の「検査計画、出荷制限等の品目・区域の設定・解
除の考え方」に基づき、県産農林水産物の検査を行い、検査結果
を県ホームページ等を通じて公表しており、引き続き検査の実施
により県産農林水産物の安全性を確保していきます。
　また、「いわて農林水産物消費者理解増進対策事業」により、
これまで①首都圏等の飲食店及び消費者に向けたパンフレット
（いわてのごっつぉ食べらんせ）に原木しいたけを取り上げ情報
発信を行ってきたほか、②市町村や生産者団体が消費地で実施す
る安全・安心をＰＲするフェア等の開催を支援しています。今後
とも、こうした取り組みを継続し、キノコ類や山菜等を含めた県
産農林水産物に係る消費者不安の払拭と消費拡大に努めていきま
す。（Ｂ）

沿岸広域振
興局

農林部 Ｂ：１
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６　放射能汚染対策の強化について
  (4)　経年減少が期待できないことから抜本的な除染対策の強
化
　東日本大震災に起因した福島原子力発電所事故による放射性物
質の影響で、本町における畜産農家が所有する家畜用粗飼料につ
いて、使用自粛が要請されたため、町有地にて集中保管しており
ますが、保管も長期化してきたため、経年による腐敗等が進行
し、県農林水産部の方針に沿うべく、焼却処分を目指しています
が、自前の焼却施設を保有していない本町では、その最終処分に
目処が立たず、大変苦慮している状況にあります。
　また、本町では、町有林の広葉樹林の中でナラの木が多い林地
の育成天然林改良事業を実施し、しいたけ原木林として整備を
行ってきた経緯がございますが、原子力発電所事故以降は、放射
性物質の影響により、ほとんどの施業地の立木がしいたけ原木と
して利活用できない状況になっております。
　原子力発電所事故による放射能汚染は、発生から７年が経過し
たものの、コシアブラやゼンマイ、キノコ類の出荷制限が解除さ
れていない状況となっており、依然として予断を許さない状況が
続いています。
　つきましては、放射能汚染された農業系廃棄物処分などは、１
自治体の能力では対応できる範囲を超えており、全県的にも同様
の課題を抱えている市町村があることから、次の事項が実現され
るよう提案いたします。

(４)　経年減少が期待できないことから抜本的な除染対策の強化

　県では、東京電力第一原発事故で放射能の影響を受けた広葉樹
林の再生を図るため、広葉樹林を伐採し、伐採後のぼう芽等の放
射性物質を調査しながら、森林を再生させる事業に平成26年度か
ら取り組んでいます。
　また、「野生山菜」、「野生きのこ類」の出荷制限解除は、国
の基準に基づく放射性物質濃度の継続的な定点調査等が必要不可
欠であり、県としては、これらの対応をしっかり行い、引き続
き、出荷制限解除に取り組んでいきます。（Ｂ）

沿岸広域振
興局

農林部 Ｂ：１
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住田町

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

７　鳥獣被害対策の強化・充実について
  (1)　有害鳥獣捕獲対策の強化

　ニホンジカをはじめカモシカ、クマ、ニホンザル、ハクビシ
ン、イノシシなどによる鳥獣被害が町全域に拡大しており、本町
の農林業振興に大きな影響を及ぼしております。
　特に、ニホンザルによる農作物被害が深刻化しており、農業離
れに拍車をかけるものとなっているほか、昨年度には町内で初め
てイノシシが捕獲されるなど新たな脅威も確認され、多種多様の
鳥獣被害対策が必要な状況となっていることから、被害防除対策
や有害捕獲対策に必要な助成制度のより一層の充実・強化を図ら
れるようお願いいたします。
　また、平成25年度から有害鳥獣捕獲に対する国の助成制度がは
じまったことや、捕獲頭数制限が撤廃されたことにより、急激に
捕獲頭数を増やした一方で、捕獲個体の処分に苦慮するなど新た
な課題も生じております。
　さらには、有害鳥獣捕獲に従事する方の高齢化も進んできてお
り、新規狩猟者の確保が課題となっております。本町において
は、新規狩猟免許取得及び有害鳥獣捕獲活動に要する経費に対す
る助成を行っておりますが、県においても有害捕獲従事者に対す
る負担軽減に向けた支援策を充実・強化し、狩猟者の確保・定着
を進めていただくようお願いいたします。
　つきましては、鳥獣被害対策の強化・充実を図るためにも、次
の事項が実現されるよう提案いたします。

 (１)　有害鳥獣捕獲対策の強化

　本県の農作物被害額の過半を占めるニホンジカの捕獲の強化に
向けた取り組みとして、狩猟期間の延長等の規制緩和を実施する
など狩猟期間中による捕獲を促進するとともに、指定管理鳥獣捕
獲等事業及び大量捕獲技術の実証に取り組み、全県における捕獲
を強化しています。
　イノシシによる農業被害等については、平成27年度から生息状
況調査を行うとともに、平成28年度に第二種特定鳥獣管理計画を
策定し、県による捕獲を実施するなど、積極的な管理に取り組ん
でいます。
　なお、住田町に対しては、鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業
費の増額やニホンザルの追い払い等に対する支援に取り組んでお
り、今後も引き続き取り組んでいきます。（Ｂ）

沿岸広域振
興局

保健福祉環
境部、農林
部

Ｂ：１
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住田町

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

７　鳥獣被害対策の強化・充実について
  (2)　鳥獣被害対策に対する助成制度の充実

　ニホンジカをはじめカモシカ、クマ、ニホンザル、ハクビシ
ン、イノシシなどによる鳥獣被害が町全域に拡大しており、本町
の農林業振興に大きな影響を及ぼしております。
　特に、ニホンザルによる農作物被害が深刻化しており、農業離
れに拍車をかけるものとなっているほか、昨年度には町内で初め
てイノシシが捕獲されるなど新たな脅威も確認され、多種多様の
鳥獣被害対策が必要な状況となっていることから、被害防除対策
や有害捕獲対策に必要な助成制度のより一層の充実・強化を図ら
れるようお願いいたします。
　また、平成25年度から有害鳥獣捕獲に対する国の助成制度がは
じまったことや、捕獲頭数制限が撤廃されたことにより、急激に
捕獲頭数を増やした一方で、捕獲個体の処分に苦慮するなど新た
な課題も生じております。
　さらには、有害鳥獣捕獲に従事する方の高齢化も進んできてお
り、新規狩猟者の確保が課題となっております。本町において
は、新規狩猟免許取得及び有害鳥獣捕獲活動に要する経費に対す
る助成を行っておりますが、県においても有害捕獲従事者に対す
る負担軽減に向けた支援策を充実・強化し、狩猟者の確保・定着
を進めていただくようお願いいたします。
　つきましては、鳥獣被害対策の強化・充実を図るためにも、次
の事項が実現されるよう提案いたします。

(２)　鳥獣被害対策に対する助成制度の充実

　シカなどによる農林業被害を防止するために、国の事業を活用
し、鳥獣被害防止総合対策交付金、森林整備事業により、防護柵
や電気柵などの整備を支援しているところです。
　また、国に対し「指定管理鳥獣捕獲等事業」や「鳥獣被害防止
総合対策交付金」について、必要な財政支援を継続・拡充するよ
う要望しています。今後も助成制度の充実・強化に努めていきま
す。
　県教育委員会では、指定天然記念物保護増殖事業（カモシカ食
害対策）として、事業費（主たる経費が60万円以上を対象）の2
分の1以内の額を補助金として交付しています。住田町に対して
は、平成30年度も補助金を交付しており、今後もカモシカ食害対
策への補助金制度は継続する予定です。
　平成27年度から、狩猟者登録に係る狩猟税は、対象鳥獣捕獲員
及び認定鳥獣捕獲等事業の従事者については免税に、有害鳥獣捕
獲の従事者については、１/２減税となる等の措置がとられてい
ます。

沿岸広域振
興局

経営企画
部、保健福
祉環境部、
農林部

Ｂ：１
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住田町

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

７　鳥獣被害対策の強化・充実について
  (3)　焼却施設などの広域処理施設の設置
 ニホンジカをはじめカモシカ、クマ、ニホンザル、ハクビシ
ン、イノシシなどによる鳥獣被害が町全域に拡大しており、本町
の農林業振興に大きな影響を及ぼしております。
　特に、ニホンザルによる農作物被害が深刻化しており、農業離
れに拍車をかけるものとなっているほか、昨年度には町内で初め
てイノシシが捕獲されるなど新たな脅威も確認され、多種多様の
鳥獣被害対策が必要な状況となっていることから、被害防除対策
や有害捕獲対策に必要な助成制度のより一層の充実・強化を図ら
れるようお願いいたします。
　また、平成25年度から有害鳥獣捕獲に対する国の助成制度がは
じまったことや、捕獲頭数制限が撤廃されたことにより、急激に
捕獲頭数を増やした一方で、捕獲個体の処分に苦慮するなど新た
な課題も生じております。
　さらには、有害鳥獣捕獲に従事する方の高齢化も進んできてお
り、新規狩猟者の確保が課題となっております。本町において
は、新規狩猟免許取得及び有害鳥獣捕獲活動に要する経費に対す
る助成を行っておりますが、県においても有害捕獲従事者に対す
る負担軽減に向けた支援策を充実・強化し、狩猟者の確保・定着
を進めていただくようお願いいたします。
　つきましては、鳥獣被害対策の強化・充実を図るためにも、次
の事項が実現されるよう提案いたします。
 (3)　焼却施設などの広域処理施設の設置

　有害捕獲や指定管理鳥獣捕獲等事業で捕獲した個体の処理につ
いては、捕獲現場等での埋設処理、一般廃棄物処理施設等での焼
却が行われています。
　捕獲個体の処理のために市町村等が焼却施設等を設置する場合
には、農林水産省の鳥獣被害防止総合対策交付金の活用が可能と
なっていますので、県ではその取組を支援していきます。（Ｂ）

沿岸広域振
興局

保健福祉環
境部、農林
部

Ｂ：１

20/24



住田町

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

７　鳥獣被害対策の強化・充実について
  (4)　狩猟者の育成・確保に向けた支援の拡充
 ニホンジカをはじめカモシカ、クマ、ニホンザル、ハクビシ
ン、イノシシなどによる鳥獣被害が町全域に拡大しており、本町
の農林業振興に大きな影響を及ぼしております。
　特に、ニホンザルによる農作物被害が深刻化しており、農業離
れに拍車をかけるものとなっているほか、昨年度には町内で初め
てイノシシが捕獲されるなど新たな脅威も確認され、多種多様の
鳥獣被害対策が必要な状況となっていることから、被害防除対策
や有害捕獲対策に必要な助成制度のより一層の充実・強化を図ら
れるようお願いいたします。
　また、平成25年度から有害鳥獣捕獲に対する国の助成制度がは
じまったことや、捕獲頭数制限が撤廃されたことにより、急激に
捕獲頭数を増やした一方で、捕獲個体の処分に苦慮するなど新た
な課題も生じております。
　さらには、有害鳥獣捕獲に従事する方の高齢化も進んできてお
り、新規狩猟者の確保が課題となっております。本町において
は、新規狩猟免許取得及び有害鳥獣捕獲活動に要する経費に対す
る助成を行っておりますが、県においても有害捕獲従事者に対す
る負担軽減に向けた支援策を充実・強化し、狩猟者の確保・定着
を進めていただくようお願いいたします。
　つきましては、鳥獣被害対策の強化・充実を図るためにも、次
の事項が実現されるよう提案いたします。

 (４)　狩猟者の育成・確保に向けた支援の充実

　有害鳥獣の捕獲の担い手である狩猟者確保に向けて、狩猟免許
試験の予備講習会を受講料無料で開催するとともに、受験者の利
便性や市町村の要望を踏まえ、狩猟免許試験の休日開催や県内各
地で試験を行うなど、狩猟者の確保に取り組んでいます。
　また、平成26年度からは狩猟に興味のある県民及び新人狩猟者
を対象とした「捕獲の担い手研修会」についても受講料無料で開
催し、新規狩猟者の確保や狩猟初心者の技能向上についての支援
にも取り組んでいます。（Ａ）

沿岸広域振
興局

保健福祉環
境部

Ａ：１
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住田町

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

沿岸広域振
興局

土木部 Ａ：３
Ｃ：２

８　治水事業等の促進について
本町においては、これまで豪雨時の気仙川水位の上昇により、国
道107号や国道340号など幹線道路が冠水し通行不能になる被害
や、河川沿いの住宅の浸水、農地の流出などの被害に度々見舞わ
れることから、町民生活の生活基盤の安定向上を図るうえからも
喫緊の課題であり、洪水調整機能を有する津付ダムは当地域に
とって必要不可欠でありました。
　しかしながら、平成26年７月に岩手県では、津付ダム建設事業
について、正式に「中止」を決定しました。
　地権者をはじめ、本町や関係者は、およそ40年の長きにわた
り、県が進めてきた津付ダム建設に協力してきたにもかかわら
ず、このような結果には大変遺憾であります。この空白期間は、
気仙川流域の治水対策は、ほとんど実施されておらず、近年の記
録的集中豪雨などにより、住民の不安が一層高まっている状況で
す。
　特にも、平成２８年８月の台風10号では、気仙川本流上流域の
今まで氾濫経験のない地点でも、床下浸水や橋梁の冠水に見舞わ
れたことから、早期の河川改修が極めて重要であります。
　また、本町は地形的にも多くの土石流危険渓流や急傾斜地崩壊
危険箇所を抱えており、近年の集中豪雨や台風による大雨は、土
砂災害等を引き起こす要因となることから、既に事業化している
砂防事業や急傾斜地崩壊対策事業については、早期完了し、事業
化していない危険個所等については、土砂災害による被害の防止
や軽減を図るため、対策事業の促進が不可欠であります。
　つきましては、大雨、洪水から住民の生命・財産を守り、安全
で安心な暮らしを確保するためにも、次の事項が実現されるよう
提案します。
１　気仙川流域における河川改修事業の早期完了
２　上有住字中埣（檜山川合流点）以北の県管理河川への変更
３　世田米大崎地区における急傾斜地崩壊対策事業の予算確保と
早期完了
４　金成沢における砂防事業の予算確保と早期完了
５　世田米字川口以北を含めた気仙川全体の河川整備計画の策定
と河川整備の実施

　気仙川流域は、近年において平成14年７月、平成25年７月、平
成28年8月などの台風や豪雨により、住田町の一部で浸水被害が
発生するなど早期に治水対策を進めることが重要であると考えて
います。
　気仙川と大股川の河川改修については、平成26年度から測量設
計のほか、堆積した河道内の土砂掘削に着手しており、平成35年
度を目処に、まずは近年の洪水による浸水被害を防止するよう、
概ね30年に１度の洪水に対応する河川改修を進めているところで
す。
　その後、将来目標とする70年に１度の洪水に対応する河川改修
を家屋の浸水被害防止を優先して段階的に進め、早期の治水効果
発現に努めていきます。
　なお河川改修を進めるに当たりましては、住民説明会等で地域
の皆様から頂いた御意見や御要望を工事に反映させて取り組んで
いきます。

１　気仙川流域の河川改修事業については、平成27年度に気仙川
川向工区の河川改修工事に着手し、これまでに、右岸側すみた荘
付近の一部区間の築堤・護岸が完了し、現在は対岸側の築堤・護
岸及び下流側火石工区の工事を実施中です。引続き今年度も地権
者の皆様から用地買収等の御協力を頂き、昨年度から着手した大
股川下大股工区も併せて工事推進を図り事業の早期完了を目指し
ます。（Ａ）

２　気仙川指定河川上流端については、当該地を上流端とした経
緯などをふまえ、流域の重要性等を勘案しながら検討をしていき
ます。（Ｃ）

３　世田米大崎地区の急傾斜地崩壊対策事業については、平成27
年度に事業着手し、これまでに測量設計や用地測量を進めてきて
おり、今年度は計画区間の補償や工事に着手する予定です。早期
に住民の安全で安心な暮らしが実現できるよう、今後も引き続
き、国に対して必要な予算の確保について要望していきます。
（Ａ）

４　金成沢の砂防事業については、平成28年度に事業着手し、こ
れまでに測量設計を進めてきており、今年度からは住民の皆様の
ご協力を得ながら用地測量、用地買収等に着手しています。早期
に住民の安全で安心な暮らしが実現できるよう、今後も引き続
き、国に対して必要な予算の確保について要望していきます。
（Ａ）

５　気仙川全体の河川整備計画の策定については、津付ダム中止
に伴う川口地区より下流の整備計画の変更策定を優先的に進め、
早期に河川整備を実施していきます。また、川口以北の河川整備
に関しては、背後の土地利用状況等を踏まえ、緊急性・重要性を
勘案し、引き続き、河川整備計画への反映及び河川改修事業の導
入について検討していきます。（Ｃ）
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住田町

要望内容 取組状況(方針） 振興局名 担当所属名
反映
区分

９　種山ヶ原「森林(もり)の科学館」構想の実現について
　社会環境や生活様式の変化に伴い、日常生活における森林、林
業、木材に触れる機会が減少しております。
一方で、教育や健康づくり、生涯学習、レクリエーションの
フィールドとしての森林空間の利用は年々増加しており、幼少期
から青年期、壮年期、老年期の各年代に適合したプログラムの作
成や施設等の整備、指導者の養成等が求められております。
　本町では、保育園・小学校・中学校・高校の児童や生徒から一
般の方々まで、体系的に森林環境学習を実施する一方で、「すみ
た森の案内人」といった指導者も養成しております。
また、平成２５年度からは「森の達人（マイスター）」講座を開
催し、これまでに町内外から多くの受講者が訪れるなど、ソフト
事業を積極的に実施しております。
本町では、種山ヶ原の１，４００ｈａの広大な空間を広く県民及
び国民に提供するため、「森林（もり）の科学館」構想基本計画
を策定し県当局へ提案しております。
　つきましては、県当局が先導的立場で本構想の具体化を引き続
き推進されますと同時に、森林環境学習における県南の拠点とし
て本構想を最大限ご活用いただきますよう提案いたします。

　県では、平成19年3月に、「いわての森林環境学習推進指針」
を策定し、この中で種山ヶ原を森林環境学習の県南の拠点として
位置付け、平成20年度から22年度は緑の少年団大会を開催したほ
か、小学校等が開催する森林環境学習イベントにいわての森の達
人が講師として活動しているところです。
　また、町や各種団体、ＮＰＯ等が行う森林環境学習活動に対し
ては、「いわての森林づくり県民税」等の支援制度があることか
ら、住民に周知し当該制度の活用を促進するなど、種山ヶ原が森
林環境学習の場として更に活用されるよう取り組んでいきます。
（Ｂ）

沿岸広域振
興局

農林部 Ｂ：１

８　治水事業等の促進について
本町においては、これまで豪雨時の気仙川水位の上昇により、国
道107号や国道340号など幹線道路が冠水し通行不能になる被害
や、河川沿いの住宅の浸水、農地の流出などの被害に度々見舞わ
れることから、町民生活の生活基盤の安定向上を図るうえからも
喫緊の課題であり、洪水調整機能を有する津付ダムは当地域に
とって必要不可欠でありました。
　しかしながら、平成26年７月に岩手県では、津付ダム建設事業
について、正式に「中止」を決定しました。
　地権者をはじめ、本町や関係者は、およそ40年の長きにわた
り、県が進めてきた津付ダム建設に協力してきたにもかかわら
ず、このような結果には大変遺憾であります。この空白期間は、
気仙川流域の治水対策は、ほとんど実施されておらず、近年の記
録的集中豪雨などにより、住民の不安が一層高まっている状況で
す。
　特にも、平成２８年８月の台風10号では、気仙川本流上流域の
今まで氾濫経験のない地点でも、床下浸水や橋梁の冠水に見舞わ
れたことから、早期の河川改修が極めて重要であります。
　また、本町は地形的にも多くの土石流危険渓流や急傾斜地崩壊
危険箇所を抱えており、近年の集中豪雨や台風による大雨は、土
砂災害等を引き起こす要因となることから、既に事業化している
砂防事業や急傾斜地崩壊対策事業については、早期完了し、事業
化していない危険個所等については、土砂災害による被害の防止
や軽減を図るため、対策事業の促進が不可欠であります。
　つきましては、大雨、洪水から住民の生命・財産を守り、安全
で安心な暮らしを確保するためにも、次の事項が実現されるよう
提案します。
１　気仙川流域における河川改修事業の早期完了
２　上有住字中埣（檜山川合流点）以北の県管理河川への変更
３　世田米大崎地区における急傾斜地崩壊対策事業の予算確保と
早期完了
４　金成沢における砂防事業の予算確保と早期完了
５　世田米字川口以北を含めた気仙川全体の河川整備計画の策定
と河川整備の実施

　気仙川流域は、近年において平成14年７月、平成25年７月、平
成28年8月などの台風や豪雨により、住田町の一部で浸水被害が
発生するなど早期に治水対策を進めることが重要であると考えて
います。
　気仙川と大股川の河川改修については、平成26年度から測量設
計のほか、堆積した河道内の土砂掘削に着手しており、平成35年
度を目処に、まずは近年の洪水による浸水被害を防止するよう、
概ね30年に１度の洪水に対応する河川改修を進めているところで
す。
　その後、将来目標とする70年に１度の洪水に対応する河川改修
を家屋の浸水被害防止を優先して段階的に進め、早期の治水効果
発現に努めていきます。
　なお河川改修を進めるに当たりましては、住民説明会等で地域
の皆様から頂いた御意見や御要望を工事に反映させて取り組んで
いきます。

１　気仙川流域の河川改修事業については、平成27年度に気仙川
川向工区の河川改修工事に着手し、これまでに、右岸側すみた荘
付近の一部区間の築堤・護岸が完了し、現在は対岸側の築堤・護
岸及び下流側火石工区の工事を実施中です。引続き今年度も地権
者の皆様から用地買収等の御協力を頂き、昨年度から着手した大
股川下大股工区も併せて工事推進を図り事業の早期完了を目指し
ます。（Ａ）

２　気仙川指定河川上流端については、当該地を上流端とした経
緯などをふまえ、流域の重要性等を勘案しながら検討をしていき
ます。（Ｃ）

３　世田米大崎地区の急傾斜地崩壊対策事業については、平成27
年度に事業着手し、これまでに測量設計や用地測量を進めてきて
おり、今年度は計画区間の補償や工事に着手する予定です。早期
に住民の安全で安心な暮らしが実現できるよう、今後も引き続
き、国に対して必要な予算の確保について要望していきます。
（Ａ）

４　金成沢の砂防事業については、平成28年度に事業着手し、こ
れまでに測量設計を進めてきており、今年度からは住民の皆様の
ご協力を得ながら用地測量、用地買収等に着手しています。早期
に住民の安全で安心な暮らしが実現できるよう、今後も引き続
き、国に対して必要な予算の確保について要望していきます。
（Ａ）

５　気仙川全体の河川整備計画の策定については、津付ダム中止
に伴う川口地区より下流の整備計画の変更策定を優先的に進め、
早期に河川整備を実施していきます。また、川口以北の河川整備
に関しては、背後の土地利用状況等を踏まえ、緊急性・重要性を
勘案し、引き続き、河川整備計画への反映及び河川改修事業の導
入について検討していきます。（Ｃ）
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10　地域経済の活性化と企業誘致の促進について
　本町では、過疎、少子高齢化の進行により、基幹産業である農
林業をはじめとして、商業や建設業などの分野で後継者や労働者
の不足が顕著になってきており、特にも製造業における労働者の
高齢化の進行が深刻化し、地域経済も著しく停滞しております。
　このような情勢の中、国の「まち・ひと・しごと創成長期ビ
ジョン」のもと、本町が目指す人口ビジョンを達成するために
は、雇用の場の創出・拡大が必要です。本町では労働力を確保す
るため、企業への就労支援や定住促進策を実施し、若年層流出の
抑制と定住人口の増加を図っております。また、地元就職を希望
する若年層やＵターン希望者の要望に応えるため、企業誘致によ
る産業振興や雇用機会の拡大が期待されているところです。
　つきましては、県央部で進んでいる自動車関連産業等の企業集
積拠点を、本町や沿岸部までのエリア拡大、立地条件等に左右さ
れない産業等の企業誘致、労働力の確保に伴う地域経済の活性化
が図られますよう提案いたします。

　トヨタ自動車においては、東北地域を国内第三の生産拠点と位
置付けており、県では、この方針に連動して、地域完結型のコン
パクト車の開発・生産拠点化に向け、「岩手県自動車関連産業振
興アクションプラン」を策定し、着実に実行することで、北上川
流域地域に隣接する貴町にも波及効果が生まれるよう、関係機関
との連携を図りながら引き続き取り組んでいきます。
　また、東日本大震災復興特別区域法に基づき策定した岩手県産
業再生復興推進計画において、貴町の集積を目指す業種として食
品関連産業及び木材関連産業を指定しているところであり、同法
に基づく特別償却や地方税の減免等の優遇制度をＰＲしながら、
地域資源を生かし得る企業、質の高い雇用を生む企業の誘致に貴
町と連携を図りながら、引き続き取り組んでいきます。
　さらに、県では、自動車・半導体関連産業を中心としたものづ
くり産業の更なる集積と地元企業への就業を促進するため、「地
域産業高度化支援センター」を設置し、人財の育成・確保・定着
を推進しています。
　なお、県では「特定区域における産業の活性化に関する条例」
に基づく特定区域の指定による課税免除や大型補助金の支援措置
を設けていることから、貴町における特定区域の指定について、
御検討をお願いします。（Ｂ）

沿岸広域振
興局

経営企画部 Ｂ：１
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